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平成２６年度補正予算関係提出予定議案の概要 
 

 

１ 平成２６年度一般会計予算の補正 

 

歳入歳出補正予算の規模 

補 正 額     △ １，８０６，５１７千円 

既 定 額     ７８２，８７５，５１８千円 

累    計     ７８１，０６９，００１千円 

 

 

 

 

  

＜参考１＞ 

前年度同期予算額    ７８９，７８６，０５７千円 

対  比      △ ８，７１７，０５６千円 

伸  率             △１．１％ 

 

 

 

 

 

＜参考２＞ 

過去の３月補正予算規模  平２５  ２８３億円 

平２４  ３８１億円 

             平２３ △ １１億円 

             平２２ △ ２６億円 

             平２１ △２６８億円 

              

 

 

資料３ 
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（単位：千円 △印は減を示す） 

（１）歳入（主なもの）        

（ ）内は、既定額→補正後額を表す 

県 税          0 （ 204,500,000 → 204,500,000 ） 

 

 ○県 民 税   2,480,000 （ 80,866,000 → 83,346,000 ） 

 

 ○事 業 税    389,000 （ 34,670,000 → 35,059,000 ） 

 

 ○地 方 消 費 税 △   3,249,000 （ 30,682,000 → 27,433,000 ） 

 

 ○軽 油 引 取 税    380,000 （ 16,484,000 → 16,864,000 ） 

 

地方消費税清算金 △ 5,309,000 （ 51,834,000 → 46,525,000 ） 

 

地 方 譲 与 税  4,100,000 （ 36,600,000 → 40,700,000 ） 

 

地 方 交 付 税  277,641 （ 170,833,330 → 171,110,971 ） 

 

分担金及び負担金 △    548,591 （ 4,008,664 → 3,460,073 ） 

 

使用料及び手数料 △  290,221 （ 10,116,044 →  9,825,823 ） 

 

国 庫 支 出 金  4,955,151 （ 84,750,835 → 89,705,986 ） 

 

 ○国 庫 負 担 金    359,156 （ 45,732,036 → 46,091,192 ） 

 

 ○国 庫 補 助 金    4,744,936 （ 36,520,187 → 41,265,123 ） 

 

 ○委 託 金 △ 148,941 （ 2,498,612 → 2,349,671 ） 

 

財 産 収 入  175,433 （ 1,942,213 → 2,117,646 ） 

 

 ○財 産 運用 収 入    32,197 （ 744,459 → 776,656 ） 

 

 ○財 産 売払 収 入  143,236 （ 1,197,754 → 1,340,990 ） 

 

寄 附 金   7,243 （ 111,803 → 119,046 ） 
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繰 入 金 △ 901,603 （ 32,285,415 → 31,383,812 ） 

 

 ○特別会計繰入金    2,162 （    571,600 →    573,762 ） 

 

 ○基 金 繰 入 金 △ 903,765 （ 31,713,815 → 30,810,050 ） 

 

諸 収 入 △ 2,509,370 （ 54,011,502 → 51,502,132 ） 

 

県 債 △ 1,763,200 （ 125,049,300 → 123,286,100 ） 

 

合 計 △  1,806,517 （ 782,875,518 → 781,069,001 ） 

 

 

（２）歳出（主なもの）           

・国補正予算への対応                  9,966,108 

国補正に対応し、「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」を活用した

消費喚起の取組み等を実施するほか、道路、橋りょう等の防災対策、森林整備加

速化事業等を実施 

 

◎印は補正新規事業を表す 

（ ）内は、既定額→補正後額を表す 

《総務委員会関係》  3,186,497 

＜総務部＞  △1,340,515 

○県有施設整備基金積立金 4,760,000 

今後の県庁舎の再整備に備えた積み立てを行うほか、旧岐阜総合庁舎敷地等の売

払い収入を積み立て 

 

＜出納事務局＞  4,651,089 

○財政調整基金積立金 4,700,000 

後年度における財政運営の円滑化を図るため、平成２６年度県税収入増により

見込まれる後年度での普通交付税の精算減見込み分等を積み立て 

 

 

《企画経済委員会関係》  △407,747 

＜清流の国推進部＞  1,819,468 

◎地域住民生活等緊急支援交付金（消費喚起・生活支援）事業費 2,030,000 

 「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」を活用した、「清流の国ぎふ ふ

るさと旅行券」等の発行や、「ふるさと名物」の販売拡大等を実施 

国補正 
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◎清流の国おんさいぎふプロジェクト推進費 21,515 

 新たに東京都内に「清流の国ぎふ移住・交流センター（仮称）」を開設し、首都

圏の移住希望者に、本県の就労や住まいなどの多岐にわたる情報提供や、きめ細か

な相談対応を実施 

 

＜商工労働部＞  △2,227,215 

◎かかみがはら航空宇宙科学博物館魅力向上事業費 330,312 

次代を担う若年層の航空宇宙産業に対する理解の増進、就業意欲の醸成を図るため、

各務原市と連携してリニューアル基本構想を策定するほか、シミュレータ等を整備 

 

◎関ケ原古戦場を核とした西濃広域観光推進事業費 185,000 

関ケ原古戦場グランドデザインに基づき、ビジターセンターの整備や観光客の受

け入れ環境の充実などを、関ケ原町等と連携して推進 

 

◎地方産業支援機器整備事業費 90,000 

県内中小企業の新たな技術開発や品質管理等を支援するため、県試験研究機関に

機器を整備 

 

◎プロフェッショナル人材確保事業費補助金 51,000 

県内の中堅・中小企業が行う、大都市のプロフェッショナル人材を受け入れる「お

試し就業」に係る給与等の一部を助成 

 

◎地域しごと支援センター事業費 50,000 

県内における仕事や暮らしの総合相談窓口として「地域しごと支援センター」を

設置し、一元的な情報提供や移住希望者のための企業説明会、セミナー等を実施 

 

 

《厚生環境委員会関係》  △4,620,045 

＜環境生活部＞  △122,886 

○美術品収集費 200,000 

（50,000→250,000） 

岐阜県美術館美術品取得基金により購入した美術品の買戻しを実施 

 

○再生可能エネルギー等導入推進基金積立金 70,000 

（200,000→270,000） 

再生可能エネルギー等を活用した災害に強く環境負荷の小さい地域づくりを推

進するため、基金を積み増し 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 
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＜健康福祉部＞  △4,497,159 

◎ぎふ広域結婚相談支援事業費 16,500 

広域結婚相談支援センターを設置し、広域的なお見合い実施のサポートや市町村

の結婚相談員の研修等を実施 

 

◎子育て支援パスポート拡大促進事業費 20,000 

３人以上の子どもがいる世帯が、公共施設利用や買い物などで特別な割引が受け

られる「子宝応援ゴールドカード（仮称）」を新設 

 

◎女性の活躍支援拠点整備事業費 5,000 

女性の活躍を支援するための拠点整備に向けた基本構想を策定 

 

◎子育て支援エクセレント企業拡大促進事業費 50,000 

子育て支援エクセレント企業の拡大に向け、認定企業の中で特に優れた取組みを

行う企業に報奨金を支給するとともに、企業の交流イベント等を実施 

 

○指定難病治療研究費等 118,520 

（2,297,581→2,416,101） 

指定難病や小児慢性特定疾患に係る医療費助成の対象疾患の拡大に伴う増加 

 

 

《農林委員会関係》  149,193 

＜農政部＞  △441,532 

◎農産物輸出拡大総合対策事業費 172,000 

農産物の輸出拡大に向け、プロモーションや現地調査を実施するとともに、現地

交流会やフェアの開催、ハラール対応の食肉処理施設整備の検討などを実施 

 

◎農業の担い手育成総合支援事業費 100,000 

地域が行う就農相談や技術・経営支援などに必要な経費を助成するとともに、既

存の就農給付金の対象とならない農業後継者等に対する給付金の支給等を実施 

 

◎農地中間管理事業等推進基金積立金（国補正） 357,276 

担い手への農地集積・集約化を推進するために必要な経費を基金に積み立て 

 

◎基幹農道・広域農道整備事業費（国補正） 110,000 

国補正予算を活用し、基幹農道及び広域農道の整備を実施 

 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 
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＜林政部＞  590,725 

◎県産材海外・国内販路拡大推進事業費 25,000 

県産材の県外・海外での需要拡大に向けた新たな商品開発や販路拡大活動を支援 

 

◎森林整備加速化関連事業費（国補正） 1,704,549 

国補正予算を活用し、森林内の作業路整備や木材加工流通施設の整備等を支援 

 

◎治山事業費（国補正） 246,236 

国補正予算を活用し、集中豪雨等による被害の恐れのある地域において山地災害

対策等を実施 

 

◎林道事業費（国補正） 74,034 

国補正予算を活用し、林業の生産現場の強化につながる基幹林道の整備を実施 

 

 

《土木委員会関係》  2,065,713 

＜県土整備部＞  2,690,318 

◎道路改築・道路災害防除施設費（国補正） 2,024,800 

国補正予算を活用し、道路の法面等の防災対策等を実施 

 

◎橋りょう補修費（国補正） 1,145,300 

国補正予算を活用し、橋りょうの耐震補強や補修を実施 

 

◎広域河川等改修費（国補正） 328,300 

国補正予算を活用し、近年、浸水被害を受けた河川改修を実施 

 

◎直轄河川事業負担金（国補正） 100,000 

国が行う河川事業に対する県負担金 

 

◎通常砂防・急傾斜地崩壊対策事業費（国補正）   218,400 

国補正予算を活用し、土砂災害の恐れのある渓流や急傾斜地における土砂災害防

止対策を実施 

 

◎直轄砂防事業負担金（国補正） 79,000 

国が行う砂防事業に対する県負担金 

 

 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 
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○一般除雪費  1,180,000 

（1,820,000→3,000,000） 

例年を上回る降雪に対応し、除雪費用を増額 

 

＜都市建築部＞  △624,605 

◎国営木曽三川直轄公園事業負担金（国補正） 3,800 

国が行う公園事業に対する県負担金 

 

 

《教育警察委員会関係》  △2,180,128 

＜教育委員会＞  △1,933,867 

 

＜警察本部＞  △246,261 

  

 

 

（３）繰越明許費補正    １０６件           48,804,665 

○総務委員会関係      ２件 

防災行政無線整備費 ほか 

 

○企画経済委員会関係    ６件 

地域活性化推進費 ほか 

 

○厚生環境委員会関係    ６件 

福祉施設整備費 ほか 

 

○農林委員会関係     ３５件 

県営かんがい排水事業費 ほか 

 

○土木委員会関係     ５５件 

道路新設改良費 ほか 

 

○教育警察委員会関係    ２件 

子どもかがやきプラン推進事業費 ほか 

 

国補正 
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（４）債務負担行為補正     ７件（追加 ４件、変更 ３件） 

＜追加分＞ 

○農林委員会関係      ３件 

県営かんがい排水工事 ほか 

 

○土木委員会関係      １件 

市町村合併支援道路整備工事 

 

＜変更分＞ 

○厚生環境委員会関係    １件 

身体障害者更生相談所解体工事 

 

○教育警察委員会関係    ２件 

岐阜希望が丘特別支援学校造成工事 ほか 

 

 

２ 平成２６年度特別会計予算の補正 

（１）公債管理特別会計                             16,013 

満期一括償還元金の積立金の増等 

 

（２）用度事業特別会計                                8,651 

物品調達費の増等 

 

（３）中小企業振興資金貸付特別会計                  △   48,005 

貸付金の減 

 

（４）地方独立行政法人資金貸付特別会計             △  187,883 

貸付金の減等 

 

（５）介護人材確保対策特別会計                      6,273 

積立金の増等 

 

（６）就農支援資金貸付特別会計                 △   84,339 

貸付金等の減 
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（７）水道事業会計                       △  860,930 

工事費の減等 

 

（８）工業用水道事業会計                 △    3,111 

人件費の減等 

 

（９）徳山ダム上流域公有地化特別会計              △  429,297 

山林取得費等の減 

 

（10）県営住宅特別会計                     △  341,598 

県営住宅修繕委託費の減等 

 

（11）流域下水道特別会計                    △  181,543 

維持管理費の減等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


